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人口減少問題対策特別委員会 県外行政視察レポート 
 

委 員 長  楡 井 辰 雄 
 

 このたび、人口減少問題対策特別委員会は、愛知県を訪問し、①瀬戸市議会において住民バ

スの取組について、②ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉにおいてオープンイノベーション拠点の概要につ

いて、③株式会社豊田自動織機において人材確保の取組及び物流の自動化・デジタル活用につ

いて、④株式会社サユミにおいて女性活躍推進の取組及び子育て支援の取組について、⑤愛知

県議会において革新事業創造提案プラットフォームＡ－ＩＤＥＡ（アイディア）について、⑥

トキエア株式会社において利用客増加に向けた取組について行政視察を行ったところであり、

その概要をレポートする。 
 

１ 日程及び視察先 

令和７年５月28日（水）瀬戸市議会（愛知県瀬戸市） 

           ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ（愛知県名古屋市） 

５月29日（木）株式会社豊田自動織機（愛知県刈谷市） 

株式会社サユミ（愛知県名古屋市） 

愛知県議会（愛知県名古屋市） 

            ５月30日（金）トキエア株式会社（新潟県新潟市（愛知県常滑市中部国際空港に

て）） 

              

２ 参加委員 

  楡 井 辰 雄   小 島   晋   栗 原   学   大 矢 弘 光 

  森 田 幸 衛   高 見 美 加   笠 原 義 宗   青 柳 正 司 

  岩 村 良 一   諏 佐 武 史   小 林   誠   大 平 一 貴 

  八 木 清 美   安 沢 峰 子 

 

３ 視察先の概要 

 
 

 

 

●瀬戸市の住民バスの取組について 

愛知県瀬戸市では、市南部の幡山地域にある菱野団地において、地域住民が協力しあって

運行する住民バスの取組を行っている。菱野団地は、1970年代に開発された郊外型住宅団地

であり、八幡台・原山台・萩山台の居住地区と、商店や医療施設が集まるセンター地区とな

る菱野台の四つの地区からなる。かつては約22,000人が暮らすマンモス団地だったが、2018

年には約12,000人となり急速に人口減少と高齢化が進んでいる。 

商店や医療施設、最寄り駅へ向かうバス停は、団地の中心にあるセンター地区に集中して

いる。団地は高台に造成されているため、全体的に起伏があり、坂道が多く、車がなければ

買い物や通院も困難であり、高齢者にとっては大きな負担となっていた。 

地元の自治会では10年前から今後を見据え、団地内を走るバスの運行を模索していたが、

費用負担など様々な理由もあり、実現には至らなかった。 

  2017年、瀬戸市都市計画課の提案により、地域主導型の「菱野団地住民バス」社会実験が

同年７月～12月までの６か月間にわたって実施された。新たなコミュニティ交通として、地

① 瀬戸市議会（愛知県瀬戸市） 

  視察テーマ：住民バスの取組について 
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域住民・交通事業者・行政で構成された運行協議会を設立し、関係機関と協議し企画・実施

された。その結果、居住地区三つの地域がまとまり、行政と協働しながら、団地内に限った

移動手段として地域住民が主体的に運行し、新たなコミュニティの場となったことで住民の

間に運行に向けた機運が醸成された。 

  社会実験の結果を経て、2018年より、自治会主導としては日本初となる住民バスの本格運

行を開始した。10人乗りのワンボックスカー２台で運行し、運転手は普通自動車免許を持つ

住民や、今は団地外に住む元住民が有償ボランティアとして参加しており、現在は５名でシ

フト制を執っている。設置されている停留所のほか、外周道路では手を挙げると安全な場所

で停車して自由な乗降が出来るなど、柔軟な対応を行っている。 

既存交通と連携して持続可能な移動手段を確保し、住民バスによる新たなコミュニティの

場を提供することで、地域活性化とともに菱野団地の再生へつなげていくため、地域イベン

トや住民アンケートの実施など、様々な取組を行っている。 

課題は持続可能な運行を確立することであり、運行主体の機能強化や、収益を上げる仕組

みの見直しを行った。また、利用率は高いが、特定の住民しか利用していないといった課題

もある。 

◆主な質疑・回答 

Ｑ 市の負担額について 

  Ａ 令和６年の運行費用は約 390 万円であり、その

内、瀬戸市の負担額は 350 万円で、国からの補

助には該当しないため全額市の単独費となって

いる。内訳は人件費に 200 万円、燃料費に 150

万円となっており、運行費用の総額のほぼ９割

を占めている。持続可能な運行を目指すため、

今後は自家用旅客運送を行うことなども視野に

入れ検討をする必要があると考えている。 

 Ｑ 車両の維持管理について 

  Ａ 車両は瀬戸市所有の車両を貸与しているが、維持管理費については菱野団地コミュニ

ティ交通運行協議会が行っている。 

□委員長所見 

今後、地域の高齢化や交通不便の課題がさらに深刻化することが予想される中、住民主体

による移動支援の取組は、地域の持続性を高めるうえで重要な視点であると感じた。今回視

察した菱野団地では、坂道の多い地形や施設の集中により、高齢者の移動が困難となってい

たが、自治会が中心となり、行政や交通事業者と連携して「住民バス」の運行を実現してい

る。 

この取組は、単なる交通手段の提供にとどまらず、乗車中の会話や顔なじみとの交流を通

じて、地域のつながりを再構築する場にもなっており、また、運転手には住民や元住民が有

償ボランティアとして参加しているなど、地域の力を引き出していることが非常に印象的で

あった。 

一方で、運行費用の大半を市が単独費で負担しており、国の補助が使えないことから、持

続可能な運行体制の確立が課題となっている。 

本県においても、中山間地域や郊外住宅地など、同様の課題を抱える地域が多く、菱野団

地のような住民主体の交通モデルは、地域の実情に応じた施策として導入の可能性があると

感じた。特に、地域の声を丁寧に拾いながら、移動支援とコミュニティ形成を両立させる取

組は、今後の地域づくりにおいて大変参考になった。 
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●事業概要 

STATION Ai は、2024 年 10 月に名古屋市鶴舞に開業した、日本最大級のオープンイノベー

ション拠点である。愛知県が主導し、スタートアップ支援の中核施設として整備されたもの

で、施設の運営はソフトバンク株式会社の子会社である STATION Ai 株式会社が担ってい

る。スタートアップの育成や、企業の新規事業創出を支援することを目的として設計されて

おり、地域経済の活性化とグローバルな競争力の強化を目指している。 

施設の中心には、スタートアップや企業向けの会員制オフィススペースが整備されてお

り、起業初期の事業者が安定した環境で活動を開始できるほか、企業の新規事業部門なども

柔軟に活用できる設計となっている。オフィスは、個室型からオープン型まで、多様なニー

ズに対応しており、利用者同士の交流を促す空間づくりがなされている。 

また、起業支援や事業化に向けた各種プログラムが常時展開されており、資金調達や事業

計画の策定、メンタリング、ネットワーキングなど、スタートアップの成長に必要な支援が

ワンストップで受けられる体制が整っているだけでなく、国内外の投資家や支援機関との連

携も進められており、グローバル展開を視野に入れた支援も可能となっている。 

施設内には、カフェやレストランが併設されており、利用者同士の偶発的な出会いや打ち

合わせの場として活用されている。こうした空間はイノベーション創出において重要な「交

流の場」として機能しており、ビジネスのアイデアが生まれるきっかけにもなっている。 

また、短期滞在やビジネス利用に対応

したホテルも併設されており、遠方から

の来訪者やイベント参加者の受け入れ可

能な体制が整っている。 

さらに、施設内には「あいち創業館」

が設けられており、起業に関する学びの

場として、セミナーや講座、個別相談な

どが実施されている。創業前後の段階に

ある人々が気軽に訪れ、情報収集や専門

家との対話を通じて、事業化へのステッ

プを踏むことができる環境が提供されて

いる。 

  STATION Ai は、オフィス機能や支援プログラム、交流空間、宿泊施設、学びの場を一体

的に備えた複合型のイノベーション拠点であり、スタートアップから地域企業や教育機関、

行政まで幅広い層が活用できる施設となっている。今後、地域のイノベーション創出や人材

育成の中核的な役割を担うことが期待されている。 

□委員長所見 

日本最大級のオープンイノベーション拠点として、スタートアップ支援と新規事業創出を

目的に整備された施設で、スタートアップから地域企業や教育機関、行政まで幅広い層が活

用できる点が特徴的であった。 

特に、起業初期の事業者が安定した環境で活動できる専用オフィスや、資金調達、メンタ

リング、ネットワーキングなどの支援がワンストップで受けられる体制は、スタートアップ

② ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ（愛知県名古屋市） 

  視察テーマ：オープンイノベーション拠点の概要について 

施設視察 
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の成長を強力に後押しするものであり、施設内での偶発的な出会いや交流を促す空間設計も

印象的であった。 

一方で、こうした拠点の設置は、愛知県の人口規模や産業集積が背景にあるからこそ可能

な面もあり、本県を含む地方都市において、同規模・機能の施設整備を展開することは難し

いと感じたが、小規模でも機能的な拠点づくりなど、地域資源を生かしてニーズに応じた形

で、スタートアップ支援の仕組みを柔軟に展開していくことは有効ではないかと感じた。 

 

●事業概要 

株式会社豊田自動織機は、1926 年に創業者・豊田佐吉によって設立された日本を代表す

る総合機械メーカーである。本社は愛知県刈谷市に所在し、トヨタグループの源流となる中

核企業の一つとして、繊維機械、産業車両、自動車関連事業を中心に多角的な事業展開を

行っている。 

創業当初は自動織機の製造からスタートし、その後、フォークリフトをはじめとする産業

車両分野に進出し、現在では、世界トップクラスのフォークリフトメーカーとしての地位を

確立している。また、自動車関連事業では、エンジンやカーエアコン用コンプレッサー、電

子部品などの製造を手がけ、トヨタ自動車をはじめとする国内外の自動車メーカーに供給し

ている。 

企業理念として「モノづくりを通して、世界の人々の豊かな生活と温かい社会づくりに貢

献する」ことを掲げ、環境負荷の低減や持続可能な社会の実現にも積極的に取り組んでい

る。近年では、電動化や自動化といった次世代技術の開発にも注力しており、スマートファ

クトリーやカーボンニュートラルへの対応も進めている。フォークリフト、カーエアコン用

コンプレッサー、エアジェット織機の三

つの製品で世界シェア No.1 を誇る。事業

活動は世界各国に広がり、277 社のグルー

プ企業を展開している。 

●人材確保の取組について 

技能職の採用においては、将来のモノ 

づくりを担う人材の育成に積極的に取り

組んでいる。特に、社内教育機関である

「技能専修学園」を通じて、学科と実技

の両面から基礎技能の習得を支援し、若

手社員の早期戦力化を図っている。ま

た、階層別研修や上司との定期面談制度

を導入し、個々の成長に応じたキャリア形成を促進している。加えて、独身寮や社宅の提供

や充実した福利厚生制度により、安心して働ける職場環境の整備にも力を入れている。これ

らの取組は、企業理念に基づき、持続可能な人材育成と製造力の強化を目指すものである。 

●物流の自動化、デジタル活用について 

豊田自動織機は、フォークリフト事業で培った物流機器の技術とノウハウを基盤とし、物

流機器及びシステムの企画・開発・構築を通じて、物流課題の解決を図っている。自動倉庫

や無人搬送車（AGV）などの先進的な機器を提供するとともに、トヨタグループの強みであ

③ 株式会社豊田自動織機（愛知県刈谷市） 

  視察テーマ：人材確保の取組について 

物流の自動化・デジタル活用について 
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る効率的な生産・物流手法を活用し、物流センターをはじめとする倉庫内物流の最適化にも

取り組んでいる。 

◆主な質疑・回答 

 Ｑ 人材確保の計画に対する充足率について 

 Ａ ほぼ 100％といえる。しかし、技能職に関しては、近年の学生の進学志向の高まりや、

製造業離れの傾向が影響しており、採用活動においては一層の工夫が求められている。そ

のため、ОＢによる学校訪問や教員向けの説明会を通じて、業務理解の促進と魅力発信に

力を入れている。 

 Ｑ 外国人材の雇用について 

 Ａ 現時点では多言語対応のマニュアル整備が十分でないことから、日本語での業務遂行が

可能な人材を中心に採用している。多言語対応の必要性は認識しており、対応を検討して

いる。 

□委員長所見 

  日本を代表する大企業の現場を見る貴重な機会であった。世界的な製造業の中核を担う企

業であり、事業規模や設備、人材体制など、県内の中小企業とは大きく異なり、先進的な技

術に圧倒される場面も多かった。 

一方で、そうした大企業であっても、人材確保に対して非常に丁寧かつ戦略的に取り組ん

でおり、特に採用活動においては、新規採用者に寄り添ったきめ細やかな配慮が随所に見ら

れた。なかでも高卒で入社する若手社員に対しては、社会人としての心構えを丁寧に伝える

とともに、公私にわたる相談ができる環境を整えるなど、育成と定着に向けた工夫があり、

働きやすい職場づくりやキャリア形成支援を通じて、企業としての責任を果たそうとする姿

勢が強く感じられた。 

本県においても、規模の大小にかかわらず、地域企業が人材確保に向けてどのような姿勢

で臨むかが重要であると感じた。 

 

 

 

 

 

●事業概要 

  株式会社サユミは、「時代が求めるインフラの整備に貢献する」を企業理念に掲げ、社会

生活において重要なインフラの一つである電気設備に関わる工事の設計・施工・運用保守を

通じて成長し、これまで、官公庁・学校・体育館・病院・福祉関連施設といった公共施設に

おける電気設備工事及び保守業務をはじめ、民間分野においてもオフィスビル・マンショ

ン・一般住宅など多岐にわたる建築物に対応してきている。さらに、道路や橋梁（きょう

りょう）の照明設備工事など、都市インフラに関する実績も豊富である。 

近年においては、再生可能エネルギーの導入や環境問題への対応が社会的課題となる中、

太陽光発電設備・風力発電設備の設置工事及び保守業務にも積極的に取り組んでおり、持続

可能な社会の実現に向けた新たな環境整備事業にも注力している。 

●女性が働きやすい環境 

従業員の年齢層が 10 代から 60 代まで幅広く、特に女性社員の割合が６割以上となってお

り、建設業界では珍しいこの状況は、女性社員の現場で働きたいという意欲を尊重し、組織

として柔軟な対応を行ってきた結果である。例えば、現場管理業務の分業を導入し、従業員

④ 株式会社サユミ（愛知県名古屋市） 

視察テーマ：女性活躍推進の取組について 

 子育て支援の取組について 
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の得意分野を生かした業務体制を構築するなど、前例のない取組を行うことで女性の活躍を

促進しており、「名古屋市令和５年度女性の活躍推進認定企業 優秀賞」を受賞している。 

さらに、子育て世代の支援にも力を入れ

ており時差出勤制度を導入し、従業員がこ

どもの送り迎えを行いやすい環境を提供し

ている。また、外部講師を招いた子育て支

援セミナーの開催や休暇制度を整備するこ

とで、子育てと仕事の両立を可能にするサ

ポートを行っており、このような取組に

よって、名古屋市から子育て支援企業とし

て認定され中小企業特別賞を受賞するな

ど、社会的な評価を得ている。 

◆主な質疑・回答 

Ｑ 時差出勤などの柔軟な勤務形態の実現 

 について 

Ａ 柔軟な勤務形態は、従業員同士が互いにフォローし合うことで成り立っている側面が大

きい。導入当初は周囲の理解が得られず、運用に苦労し赤字を出すこともあったが、粘り

強く取り組んだ結果、徐々に周囲の協力が得られるようになった。現在では人員も増え、

安定した運用が可能となっている。 

Ｑ 女性採用について 

Ａ 女性の採用を特に積極的に進めているという認識はないが、若い女性社員の活躍が社内

外に良い影響を与えており、その姿にあこがれて応募する人が増えてきていると認識して

いる。 

□委員長所見 

  女性社員が 6 割以上を占め、現場監督まで女性が担うこともあるという建設業界では珍し

い職場環境は、現場で働きたいという意欲を尊重し、柔軟な業務体制を築いてきた結果であ

ると伺った。現場管理業務の分業化や、個々の得意分野を活かす工夫など、従来の枠にとら

われない発想が、女性の活躍を自然に促している点が印象的であった。 

特に、若い女性社員が現場の第一線でいきいきと働く姿は、社内外にポジティブな影響を

与えており、その姿にあこがれを抱いた若い女性が「自分もあの人のように働きたい」と志

望するようになっているとのことであり、採用活動において“目指したくなる存在”の重要

性を改めて感じさせられた。性別の壁を越え、若くして現場の第一線で活躍する姿を見せる

ことが、建設業界に対する前向きなイメージを持つきっかけにもなっていると感じた。 

また、そうした環境を支えるために、社長自らが現場や関係機関と丁寧に調整を重ね、誰

もが働きやすい職場づくりに尽力している姿勢も非常に印象深く、企業全体として人材の育

成と定着に真摯（しんし）に取り組んでいる様子がうかがえた。 

このような企業の取組は、特に人材不足が懸念されている本県の建設業における働き方改

革や人材確保の面で大いに参考になると感じた。制度や仕組みだけでなく、企業文化として

の柔軟性や支え合いの姿勢をどう育てていくかが、今後の人材確保において重要な視点であ

ると改めて認識した。 
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●産学官金による社会課題の解決と地域の活性化 

愛知県では、産学官金の多様な主体が持つアイディアを起点として、社会課題の解決と地

域の活性化に資する革新的な事業プロジェクトの創出を目指す「革新事業創造戦略」に基づ

き、様々なプロジェクトアイディアや社会実装を目指す技術・研究のシーズを受け付ける「革

新事業創造提案プラットフォーム（愛称：A-IDEA(アイディア)）」を開設した。このプラット

フォームでは、提案・登録された中から、革新的なプロジェクトとなりうる優れたアイディ

アを抽出するとともに、シーズや行政等の支援施策を相互にマッチングして、登録者間での

オープンイノベーションを創出することを目指している。 

受け付けたプロジェクトの内、有識者等の審査において優れた提案と評価されたプロジェ

クトは「革新事業」に採択するとともに、民間主導のものは「革新事業創造事業費補助金」に

おいて支援を行っている。 

これまでの実績として、愛知県と株式会社プロドローン、株式会社ジェイテクト、名古屋

名鉄株式会社、株式会社ＳｋｙＤｒｉｖｅ、株式会社テラ・ラボ、ＶＦＲ株式会社の六社が

参加する官民共同事業「あいちモビリティイノべーションプロジェクト」があり、ドローン

や空飛ぶ車、自動運転車両を活用し空と道をつなぐ、多様なモビリティ社会の構築を目指し

た事業を展開している。また、補助金支援対象事業として、大豊工業株式会社による排水処

理のゼロエミッション化と有価物の100％再利用を目指す、次世代型排水処理システム「アク

アブレイナ」の開発や、株式会社ミライ菜園による AI を活用し、病害虫の発生確率を予測・

現状把握可能な病害虫防除 DX アプリ「TENRYO」の開発などがある。 

◆主な質疑・回答 

Ｑ 独自性と地域課題への効果について 

 Ａ ものづくり産業が集積する中部地域の特性を生かし、東京のような資金調達中心の支援

とは異なる、地域企業とともに社会課題の解決に取り組む点に独自性がある。スタート

アップに限らず、地域企業も巻き込み、持続可

能な地域社会の実現を進めている。 

□委員長所見 

  A-IDEA の取組は、愛知県が広域自治体として、

地域の産業構造や社会課題に即した新たな価値創

出を目指している点に特徴がある。特に、ものづ

くり産業が集積する地域特性を生かし、課題解決

型の事業を生み出そうとする姿勢は、この地域な

らではの強みと言える。県内には先進的な取組を

行う自治体も存在しており、それらの先行事例を

参考にしながら、県全体の視点で戦略的に展開している点に、広域自治体としての工夫が見

られる。 

新潟県においても、にいがた産業創造機構（NICO）などが中心となり、地域課題に対応す

るスタートアップ支援や企業間連携の取組が進められており、方向性として共通する部分は

多い。 

新潟県には、製造業に加えて農業や自然資源を活かした産業が根付いており、これらを基

盤とした新たな事業モデルの創出が期待される。地域の特性に応じた柔軟な制度設計と支援

体制の整備を進めることで、より実効性のある地域活性化につながることが望まれる。 

⑤ 愛知県議会（愛知県名古屋市） 

視察テーマ：革新事業創造提案プラットフォーム A-IDEA(アイディア)について 
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●「新潟モデル」を目指して 

トキエア株式会社は、2024年末から2025年初頭にかけて機材トラブルにより全便欠航を余

儀なくされるなど、厳しい運航状況に直面した。しかし、2025年３月末以降は整備体制の見

直しと運航計画の最適化により、全路線で安定した運航を実現している。 

特に、新潟－札幌（丘珠）線や名古屋（中部）線、神戸線においては、需要の高い週末を中

心とした効率的なダイヤ編成を導入し、就航率はほぼ100％に回復している。これにより、搭

乗者数も堅調に推移しており、名古屋線では半年間で１万人を超える利用実績を記録するな

ど、地域航空会社としての存在感を高めている。 

  また、同社は将来的な機材増強や整備拠点の強化を視野に入れ、安定運航の持続とさらな

る路線拡充を目指している。2025年夏には一時運休中の仙台線の再開も予定されており、地

域間移動の利便性向上に向けた取組が着実に進められている。新潟空港の利用者の復調にも

貢献している。 

●地域観光の活性化 

トキエア株式会社は、佐渡汽船株式会社とともに、新潟空港から佐渡汽船ライナーで新潟

港へ、新潟港からジェットフォイルを利用して佐渡島に到着できる超速佐渡プランを展開し

ている。同プランでは、札幌（丘珠）空港から最短４時間22分、仙台空港から最短３時間47

分、名古屋（中部）空港から最短３時間32分で佐渡へ行くことができる。また、地域観光の新

たな魅力創出を目的として、2025年４月29日に佐渡島及び越後平野を巡る遊覧チャーター便

を企画した。これは、同年に導入された新機材「ATR42-600型機」を活用したものであり、新

潟空港を発着点とする短時間の周遊飛行を通じて、空からの観光体験を提供した。佐渡島の

自然景観や越後平野の田園風景を上空から一望できる点が好評を博した。 

◆主な質疑・回答 

Ｑ 神戸線の搭乗率について 

 Ａ 神戸線４月・５月ともに搭乗率が 56.94％

と安定しており、就航率・定時出発率も

100％を維持している。関西圏とのアクセス

需要を背景に、今後も安定した利用を見込ん

でいる。 

□委員長所見 

  2025 年４月から３機体制での運航を開始し、

整備体制の強化により就航率・定時出発率の大

幅な改善を実現している。安定した運航体制の

確立は、利用者の信頼獲得と定着に向けた重要

な基盤である。 

また、地域経済との連携を重視した割引キャンペーンやチャーター便の運航、法人向け予

約システムの導入など、多様な取組を通じて観光・ビジネス両面での需要拡大を図っている

点は、地方航空会社としての柔軟性と地域密着型の強みを感じさせるものであった。 

  今後は、インバウンド需要の取り込みや販売チャネルの拡大、SNS 等を活用したブランド

認知の強化を通じて、さらなる利用促進が期待される。こうした取組は、新潟県の空の玄関

口としての機能強化に直結するものであり、県全体の交流人口の拡大や地域経済の活性化に

も大きく寄与する可能性を秘めているものと感じた。 

⑥ トキエア株式会社（新潟県新潟市）※中部国際空港にて 

視察テーマ：利用客増加に向けた取組について 


